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流域治水協議会と大規模氾濫に関する減災対策協議会
今後の進め方

（ 国からの提案 ）

関東地方整備局
江戸川河川事務所



１．水防災意識社会再構築ビジョン

◆ 経緯

平成２７年関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河川
のとの沿川市町村（１０９水系）において、令和２年度を目処に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

◆ 目的

 河川管理者のみならず、市町村、住民、企業等が水害のリスクを共有し、主体的に行動できるよう
意識を変革すること。

 施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生することを前提として、社
会全体で常にこれに備える「水防災意識社会」を再構築すること。

平成２８年６月
大規模氾濫に関する減災対策協議会（江戸川流域、中川・綾瀬川流域）を設立



国の取り組み状況 災害・法改正など

H27.12.11 水防災意識社会再構築ビジョン

H29.6.19水防法等改正
大規模氾濫減災協議会制度法定化

H29.1 中小河川等における水防災意識
社会の再構築あり方について(答申)

H27.9 関東・東北豪雨
（鬼怒川決壊）

H28.8 北海道・東北豪雨

H30.7 西日本豪雨

江戸川流域、中川・綾瀬川流域の活動

H28.6.28 第1回協議会
減災対策協議会設立

H28.8.31 第2回協議会
「水防災意識社会再構築ﾋﾞｼﾞｮﾝ」に
基づく減災に係る取組方針策定

H29.4.28 第3回協議会
H30.4.27 第4回協議会

(法定会議に移行）

R01.5.30 第5回協議会
R02.5.29 第6回協議会

進捗状況ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

H29.6.20 「水防災意識社会」
の再構築に向けた緊急行動計画

H31.1.29「水防災意識社会」の再構築
に向けた緊急行動計画の改定

江戸川流域 及び 中川・綾瀬川流域 減災対策協議会の経緯

R1.10東日本台風

 平成27年9月関東・東北豪雨災害を契機に、社会全体で洪水に備えるべく、「水防災意識社会 再構築ビジョン」が策定される。
 翌平成28年6月に江戸川、中川・綾瀬川流域減災対策協議会を設立。同年8月に取組方針を策定、令和3年度の第７回協議会において、令和2

年度までの進捗状況を踏まえるとともに、流域治水ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの関連対策を追加し、今後5年（令和3～7年度）の新たな取組方針を策定。

R2.7 総力戦で挑む防災・減災ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
主要施策（あらゆる関係者により流域全体

で行う「流域治水」への転換）

H30.12.13「大規模広域豪雨を踏まえた
水害対策のあり方について」（答申）

R2.7 気候変動を踏まえた水災害対策の
あり方について（答申）

気候変動による降雨量の
増大や水害の激甚化・

頻発化が予測

H27.12.10 大規模氾濫に対する減災のための
治水対策のあり方について～社会意識の変革によ
る「水防災意識社会」の再構築にむけて～(答申)

減災対策協議会（法定協議会） 流域治水協議会

R 3.6.4 第7回協議会 構成員の追加
進捗状況ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ（H28～R2） 取組方針の改定（R3～R7）

R 3.3.9 第2回協議会
流域治水ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ策定

（R3.3.30公表）

R 2.8.25 第１回協議会
流域治水協議会設立

流域治水協議会の取り組み
■氾濫をできるだけ

防ぐ・減らすための対策
■被害対象を

減少するための対策
■被害の軽減、早期復旧

・復興のための対策相互連携

R1.7.2「鉄道の計画運休のあり方」
について最終とりまとめ

R4.5.26 第8回協議会

議題1：協議会規約の改定
（構成員の時点更新）

議題2：概ね５年(R3～R7)で実施す
る取組のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟについて(R3年度
分)

議題4：各自治体における
取組事例について

議題3：要配慮者施設の
避難計画・訓練状況
および事例紹介



２．流域治水プロジェクト

◆ 目的

令和元年東日本台風をはじめとした近年の激甚な水害や、気候変動による水害の激甚化・頻発化に備
え、流域においてあらゆる関係者（国・都道府県・市町村・企業・住民等）が協働して流域全体で水害を軽
減させる治水対策「流域治水」を推進しているところ。

江戸川、中川・綾瀬川流域においても、流域治水協議会の設立及びプロジェクトの公表を行い、あらゆる関係者が協働
して取組を進めている。





３．今後の進め方

緊急行動計画に含まれていた避難や水防対策については、引き続き、減災対策協議会において「地域
の取組方針」の作成・フォローアップを実施すると共に、これを各河川で進められている「流域治水プロ
ジェクト」に位置づけることで、あらゆる関係者との密接な連携体制のもと、防災・減災の取組を継続的
に推進していく。

大規模氾濫減災協議会
水防災意識社会再構築協議会における地
域の取組方針を流域治水プロジェクトの
ソフト施策（被害をできるだけ防ぐ、減
らすための対策）として位置づける。

緊急行動計画 H28～R2(5か年） ⇒ R3～R7（５か年）

地域の取組方針

Ｒ２概ね完了

危機管理型ハード対策等 避難 ･ 水防対策

避難計画、 防災教育、 水位情報の強化、
水防体制の充実など

※未達成のものは要因を分析し、流域治水プロジェクトとして位置づける

流域治水協議会

流域治水プロジェクト（Ｒ３～）

氾濫をできるだけ防ぐ・減らす
ための対策

被害対象を減少させる
ための対策

被害の軽減、早期復旧・復興
のための対策

Ｒ３以降

【洪水氾濫対策】
堤防整備、河道掘削、調節池整備、水閘門改築、
江戸川分派対策 等

【内水氾濫対策】
排水施設の整備、公共施設の耐水化 等

【流出抑制対策】
条例等に基づく流出抑制対策の指導・雨水貯留
浸透施設整備の支援充実、水田貯留、雨水貯留
施設の整備 等

【土地利用や住まい方に関する対策】
高台まちづくりの促進
住まいの安全性向上のための制度の充実 等

【水災害リスク情報の充実
ハザードマップの整備 等

【避難体制等の強化】
要配慮者利用施設の避難確保計画策定促進
マイ・タイムライン等の普及促進
一時避難場所の整備・避難訓練の実施 等

【早期復旧の体制強化】
自治体職員を対象とした水防活動訓練等の実施 等



４．国からの提案事項①

「流域治水協議会」と「減災対策協議会」の共同開催に向けた調整を実施する

◆ 現状

 現在、江戸川河川事務所管内においては、「流域治水協議会」と「減災対策協議会」を別途開催している状況となっ
ているが、内容的に共通する点が多いことや構成員である地方公共団体が双方で被っているところも有り。

※ 流域治水協議会・減災対策協議会共に、「江戸川流域」と「中川・綾瀬川流域」については、既に共同開催で対応中。

◆ 国の通達等※の内容

 令和３年度中に「地域の取組方針」を見直すと共に「流域治水プロジェクト」にも反映すること

 協議会の運営については、流域治水協議会などと構成員や協議事項の相違に留意したうえで、同日開催とするな
ど、効率的な実施を図られたい

 今後の大規模氾濫減災協議会では、避難・水防対策（ソフト対策）を協議することを想定

※ 令和３年５月１８日付け国土交通省水管理・国土保全局河川計画課河川計画調整室長等通知

◆ 今後の対応

 今後、特定都市河川指定に伴う「流域水害対策協議会」も新たに設置される見込み。

 協議会出席に係る地方公共団体等の負担軽減、及び流域治水プロジェクトとの整合を図る観点から、各協議会の
関係性について整理を行った上で、「流域治水協議会」と「減災対策協議会」を共同開催としていきたい

 令和5年度中を目処に検討・調整を進め、令和６年度から正式運用を目指す



４．国からの提案事項②

流域治水協議会の協議内容として、「流域住民に対する広報展開の検討・実施」を追加する

◆ 理由

 気象変動の影響による水害の激甚化・頻発化に対応するため、国としても河川整備等の加速化に加え、内水対策
や流出抑制対策の強化など「流域治水」の更なる推進を図っていく予定。

 一方、流域治水の取り組みの推進にあたっては、協議会構成員だけではなく流域住民の理解・協力が重要となる。

 「流域治水協議会」を「広報」の軸とすることで、国・自治体・企業が一体となった広報展開を進めることが可能

 将来的には「流域治水協議会」が国・都県・区市町・企業の代表窓口となり、広報展開や治水事業に関する講座や防
災教育、シンポジウム・イベントなど「住民参画」の中心としての役割を担っていくことを目指す

web頁

広報紙
デジタルサイネージ 車内モニター等



５．今後の調整に向けたロードマップ（案）

令和４年度

12 １ ２ ３

令和５年度

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 １１ １２ １ ２ ３

令和６年度以降

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 １１ １２ １ ２ ３
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共同（協同）・統合 共同（協同）・統合

【試行期間】

【本格運用】

共同（協同）開催・統合に向けた各種調整
構成員（案）調整、規約（案）作成、
運用方針（案） など

必要に応じて以下を実施
担当者勉強会、現地視察、
意見交換会 など

■協議会（５月）
①進捗状況の共有
②取組方針・プロジェクトのフォ

ローアップ
③調整事項に関する方針決定
④その他

■幹事会（担当者会） （１月）
①進捗状況の共有
②次年度協議会開催に向けた

案件調整
③広報展開に向けた調整
④その他


